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「宇都宮市人口ビジョン」の骨子（案）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．人口の現状分析 

ア 人口の動向 

総人口・年齢３区分別人口の推移 
 

・ 総人口は，過去 50年間増加し続けている。 

・ 前回国勢調査からの人口増加率は，1975 年の 14.5％をピークに減少し始め，1995 年以降は，ほぼ横

ばいに推移してきたが，直近の 2005 年－2010 年の増加率は 1.8％と最も低い伸び率となっている。 
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(％)(人) 総人口と人口増減率の推移

総 数

増加率（対前回比）

※ 旧上河内町，河内町分を組み入れている。

年  次
総 数 増加率

30 年 1955 251,136

35 年 1960 261,964 4.3

40 年 1965 287,947 9.9

45 年 1970 324,216 12.6

50 年 1975 371,314 14.5

55 年 1980 408,908 10.1

60 年 1985 439,551 7.5

平成 2 年 1990 465,162 5.8

7 年 1995 477,215 2.6

12 年 2000 487,560 2.2

17 年 2005 502,396 3.0

22 年 2010 511,739 1.8

人   口

資 料 ３－２

（国勢調査結果） 

1.8% 
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・ 生産年齢人口比率は，1995 年の 71.1％をピークに，その後，徐々に減少している。 

・ 年少人口比率と老年人口比率は，2005 年を境に逆転しているが，全国，県と比較すると，5年遅れた

動きとなっている。 

 

 

・ 平成2年（1990）と平成22年（2010）の5歳階級人口の比較は，団塊の世代及び第2次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾑ世

代の山が，20年移行しているが，第2次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾑ世代は，流入超過により20年間で更に約5,000人

増加している。 

・ 19歳以下の人口減少が顕著となっている。 
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※ 旧上河内町，河内町分を組み入れている。
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人口動態（自然動態・社会動態）の推移 
 

自然動態（出生・死亡） 

 

・ 自然動態の推移は，出生数は概ね横ばいで推移しているが，死亡数は 1991 年から 2014 年までの間で

約２倍に増加。その結果，自然増の状況にあるものの，超過数は減少傾向にある。 

 

 

・ 合計特殊出生率は，2000～2005 年ごろに底打ちしたのち，上昇傾向にある。 

・ 母親年齢別出生率は，20代の出生率が減少している一方，35～39 歳の出生率が増加している。 

・ 30～34 歳の出生率は，20年間であまり変動していない。 

・ 女性の年齢別有業率は，25～29 歳，30～34 歳は増加傾向にあるが，35～39 歳，40～44 歳の変動は少

ない。 
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・ 2010年以降，30～34歳人口が減少傾向となり，今後，出産適齢年齢人口の減少が本格的に始まる。 

・ 20代女性人口は，20年間で約１万人減少している。（1995年：35178人→2014年：24113人） 

 

 

 

 

 

社会動態（転入・転出） 

 

・ 社会動態の推移は，数年単位で増減があるが，2011年以降は社会増となっている。 

 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

（人）
年齢別（１５～４９歳）女性人口の推移

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

第２次ﾍﾞﾋﾞｰﾌﾞｰﾑ世代



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 年齢別の社会動態の推移は，男性は10代後半で転出超過になった後，20代から大幅な転入超過に

転じ40代まで続く。 

・ 女性は10代後半から転出超過，20代後半で転入超過となるが男性と比べると超過数は少ない。 
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・ 転入・転出動向は，県内市町間では，転入超過となっているが，県外を見ると，特に東京圏   

（東京，千葉，埼玉，神奈川）への転出超過が大きい。 

  

 

増減 増減 増減 増減 増減 増減
北海道 322 60 21 ▲ 65 ▲ 7 ▲ 10
青森県 116 37 49 ▲ 3 45 24
岩手県 71 66 31 27 41 16
宮城県 170 ▲ 22 32 302 41 24
秋田県 85 13 78 42 27 31
山形県 120 59 15 70 8 53
福島県 205 155 155 633 307 168
茨城県 32 ▲ 139 12 123 299 127
栃木県 807 836 712 1,193 1,292 1,055
群馬県 27 ▲ 30 17 ▲ 51 49 38
埼玉県 ▲ 334 ▲ 518 ▲ 390 ▲ 332 ▲ 378 ▲ 438
千葉県 ▲ 270 ▲ 219 ▲ 152 ▲ 181 ▲ 12 ▲ 52
東京都 ▲ 539 ▲ 685 ▲ 548 ▲ 523 ▲ 443 ▲ 400

神奈川県 ▲ 272 ▲ 329 ▲ 85 ▲ 124 ▲ 59 ▲ 48
新潟県 112 ▲ 37 22 133 ▲ 12 2
富山県 12 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 9 ▲ 9 5
石川県 14 30 2 42 15 14
福井県 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 8 ▲ 1 4 0
山梨県 ▲ 9 ▲ 12 9 16 ▲ 10 34
長野県 16 1 ▲ 5 22 25 30
岐阜県 32 35 5 ▲ 13 ▲ 3 ▲ 1
静岡県 89 3 5 ▲ 126 ▲ 50 ▲ 2
愛知県 6 ▲ 15 ▲ 77 ▲ 34 ▲ 1 ▲ 43
三重県 3 81 41 54 ▲ 81 ▲ 20
滋賀県 ▲ 16 11 ▲ 17 ▲ 12 9 10
京都府 16 ▲ 42 ▲ 55 ▲ 26 4 28
大阪府 50 ▲ 19 4 19 ▲ 3 24
兵庫県 28 ▲ 17 ▲ 50 ▲ 19 8 ▲ 24
奈良県 1 35 0 2 ▲ 29 1

和歌山県 ▲ 3 7 20 1 ▲ 2 15
鳥取県 3 ▲ 10 13 16 12 ▲ 5
島根県 ▲ 6 ▲ 4 4 13 2 ▲ 2
岡山県 12 ▲ 13 ▲ 16 8 27 16
広島県 6 14 21 33 11 9
山口県 16 ▲ 2 ▲ 11 3 7 ▲ 6
徳島県 16 9 5 ▲ 6 15 0
香川県 12 12 ▲ 5 ▲ 16 13 6
愛媛県 ▲ 4 10 19 ▲ 18 ▲ 1 5
高知県 ▲ 1 11 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 2 8
福岡県 48 ▲ 275 8 ▲ 32 ▲ 6 11
佐賀県 ▲ 14 ▲ 47 9 ▲ 16 ▲ 4 0
長崎県 13 4 ▲ 16 ▲ 4 ▲ 3 1
熊本県 ▲ 21 15 ▲ 11 ▲ 47 ▲ 9 33
大分県 20 ▲ 5 ▲ 3 16 3 3
宮崎県 11 18 ▲ 4 0 ▲ 6 45

鹿児島県 25 10 ▲ 9 8 ▲ 6 ▲ 4
沖縄県 14 7 0 2 ▲ 1 6
国    外 ▲ 77 156 58 ▲ 118 ▲ 297 ▲ 257
その他 61 85 ▲ 95 99 212 150

総　　　　数 1,023 ▲ 666 ▲ 218 1,090 1,042 680
資料：住民基本台帳人口移動報告に基づき集計

H25年転入・転出先
都道府県名

H20年 H21年 H22年 H23年 H24年

転入・転出先

県内市町名
H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年

日光市 249 211 178 251 258 281

鹿沼市 82 38 130 78 91 197

高根沢町 159 241 133 253 232 194

那須烏山市 76 22 49 65 89 118

大田原市 63 59 16 49 57 98

市貝町 -3 7 16 -3 57 96

矢板市 82 41 38 97 102 79

那須塩原市 27 53 100 61 142 70

さくら市 -107 -23 40 109 98 33

芳賀町 0 6 -20 38 56 33

那珂川町 14 25 41 29 20 26

益子町 49 -11 4 14 28 26

那須町 -10 40 4 10 3 24

真岡市 46 72 -51 63 46 22

茂木町 43 30 0 51 50 19

塩谷町 14 30 18 44 16 17

栃木市 69 51 26 -7 55 14

小山市 -27 -54 -16 52 35 9

岩舟町 0 11 7 4 -5 7

野木町 -15 -5 -16 11 -2 -1 

足利市 20 54 -18 21 11 -2 

佐野市 2 -7 36 -15 8 -26 

上三川町 -17 41 -18 -5 28 -27 

壬生町 13 -56 -3 -78 -131 -117 

下野市 -27 -43 18 1 -51 -136 

総　　　　数 802 833 712 1,193 1,293 1,054

（国勢調査結果） （国勢調査結果） 
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・ 就業者の流入・流出は，これまで大幅な流入超過となっていたが，近年は，市内での就業が減る

一方，市外での就業が増え，超過幅が減少している。 

 

 
 

 

 

雇用，産業人口 
 

・ 産業区分別人口は，2000年の249,141人をピークに減少している。 

・ 産業区分別人口割合は，第1次産業，第2次産業人口割合が減少する一方，第3次産業人口は，  

20年間で8％増加している。 
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・ 男女別産業人口を見ると，男性は製造業及び卸・小売業の人数が多く，女性は卸・小売業，医療・

福祉の人数が多く，特に医療・福祉は，男性の３倍となっている。 

・ 各産業の就業者人数の割合を全国と比較した指数である特化係数は，男性は，学術研究，専門・

技術サービス業の指数が高く，女性は，電気ガス水道業の指数が高い。 

 

 

・ 年齢別産業人口割合を見ると，農林業は，60歳以上が半数を超える。 

・ 女性の情報通信業は，若年層（15～29歳）の人口割合が高く，女性の新たな進出産業と考えら

れる。 

 

0.0

1.0

2.0

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

特化係数（人）
男女別産業人口

男 女 特化係数（男） 特化係数（女）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農業，林業（男）

農業，林業（女）

建設業（男）

建設業（女）

製造業（男）

製造業（女）

情報通信業（男）

情報通信業（女）

運輸業，郵便業（男）

運輸業，郵便業（女）

卸売業，小売業（男）

卸売業，小売業（女）

金融業，保険業（男）
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学術研究，専門・技術サービス業（男）

学術研究，専門・技術サービス業（女）
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生活関連サービス業，娯楽業（男）
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教育，学習支援業（男）
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医療，福祉（男）

医療，福祉（女）

サービス業（他に分類されないもの）（男）

サービス業（他に分類されないもの）（女）

公務（他に分類されるものを除く）（男）

公務（他に分類されるものを除く）（女）

分類不能の産業（男）

分類不能の産業（女）

15‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐69歳 70歳以上

年齢別産業人口割合 

（就業者 1,000 人以下除く）
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イ 人口の将来推計 
 

・ 総人口は，平成29（2017）年の518,460人をピークとして，平成32（2020）年までは徐々に減少，

その後，加速的に人口が減少し，平成45（2033）年には，50万人を下回る見通しとなっている。平成

62（2050）年には，449,595人となり，平成29（2017）年のピーク時から33年間で，約6万9千人減少

するものと見込まれる。 

 

・ 年少人口（0～14歳）は，平成42（2030）年には，5万人台へと減少し，平成62（2050）年には，

48,037人まで減少する見通し。 

・ 生産年齢人口（15～64歳）は，平成22（2010）年の337,975人から，平成42（2030）年には，301,923

人，平成62（2050）年には，236,190人となる見通し。 

・ 老年人口（65歳以上）は，平成42（2030）年に146,302人となり，平成62（2050）年には165,368

人となる見通し。 
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・ 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計では，出産年齢人口は，今後50年間で約40％減少す

る見通し。 

・ 今後，死亡数と出生数が逆転し自然減に転じ，平成42（2030年）以降は，80歳以上死亡数についても

出生数を上回る見通し。 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計結果 
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ウ 人口減少が地域の将来に与える影響 
※ 現状の傾向のままで人口が推移した場合の，将来の地域住民の生活や地域経済，地方

行政に与える影響について，３つの柱（自然動態，社会動態，都市基盤）ごとに記載 

 

【自然動態】 

・ 人口減少や高齢化の進展，晩婚化，非婚化による単身世帯の増加により，地域コミュニ

ティの分断や希薄化 

・ 子どもの減少による同世代・異世代交流の減少（人格形成への影響） 

・ 学校単位での部活動，クラブ活動等の実施の困難化  

・ 生産年齢人口の減少に伴う，市税収入への影響 

・ 高齢者と子供が交流する機会の減少  

・ 高齢者の増加による社会保障関係経費の増加 

 

 

【社会動態】 

・ 女性の就業ニーズの上昇 

・ 企業等での人材確保の困難化，労働者・技術者不足による企業流出 

・ 観光客減少による，地域経済・活力の衰退 

・ 就農者の高齢化，担い手の減少の進展による，本市農業・農村の衰退 

・ 生産年齢人口の減少による，技能継承の困難化 

・ 高齢者の増加による生涯教育ニーズの高まり 

 

 

【都市基盤】 

・ 公共交通の利用者が減少し，運行頻度の低下やバス路線の撤退などサービスが低下 

・ 人口密度の低下や住宅や集落の点在化による行政サービスの非効率化 

・ 人口減少による，公共施設の利用者数，使用頻度の減少 

・ 人口減少に伴うごみ量の変化 

・ 人口減少により管理が行き届かない農地等の増加 

・ 空き家，管理不全住宅の増加 

・ 将来的な水需要，流入下水量の減少 
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２．人口の将来展望 

ア 将来展望に必要な調査・分析 
（住民の結婚・出産・子育てや移住に関する意識・希望等） 

・未婚者の半数以上に結婚の意志がある 

・未婚者が結婚してない主な理由は「相手との出会いがない」，「経済的に自立できていな

い」，「自由さや気楽さを失いたくない」など 

・多くの人が結婚できるようになるために必要と考える支援は，「仕事と家庭生活の両立支

援」，「雇用環境の充実」，「出会いの場の提供」が上位 

・平成２５年の合計特殊出生率１．５６に対して，希望出生率は１．７２ 

・理想より実際の子どもの数が少ない理由は，「経済的負担の大きさ」が約４割 

・子育てに係る経済的負担として大きいと感じているものは，学校，習い事などの「教育費」

が全体の半数 

 

 

イ 目指すべき将来の方向 

※ 人口の「自然動態」，「社会動態」および「都市基盤」の３つの柱に対応する，目指

すべき将来の方向性や住民の希望を実現するための基本的な施策の方向性を設定 

１． 若い世代の結婚・出産・子育ての希望を実現する（自然動態） 

２． 人口の定着と流入人口の増加を図る（社会動態） 

３． 人口減少時代に適合したまちづくりを実現する（都市基盤） 

 

 

 

 

ウ 人口の将来展望 

自然増減 
（希望出生率などに基づく出生率等）

社会増減 
（移住希望などに基づく移動率等） 

総人口や年齢３区分別人口等の将来を展望 

資料３－３ 


